


これまでの地方自治体の会計は、家計簿のような「現金主義」を採用していました。「現金主義」とは
定められた予算の中で現金を支出するため、予算をまとめやすく現金の流れのみを把握していました。

しかし、「現金主義」では資産・負債などのストック情報(※1)や減価償却費などのフロー情報(※2)
が見えてきません。

きっかけは現実に起こった自治体の財政破綻。住民への行政サービスの低下を防ぐため
これまでに地方自治体の資産・債務管理に関する公会計整備推進の法律や方針が示されてきました。

国は地方公共団体に対し、「資産・債務管理」「将来の施設の更新維持管理費の把握」を強く求めて
います。平成18年6月2日に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律
（行革推進法）」が施行され、同年8月31日に総務事務次官通知にて発生主義の活用及び複式簿記の
考え方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の
4表を整備することが求められました。

統一モデル財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間を準備期間とし全ての
地方公共団体において作成するように要請がありました。(平成27年1月23日付総務大臣通知
「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」)

山都町はこの要請に基づき、平成28年度決算以降、統一モデルの財務書類4表（貸借対照表、
行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成しています。今回は令和6年度
の決算の報告を行います。

※1ストック情報・・・資産や負債などの一定時点の状態を表します。
※2フロー情報・・・人件費や物件費などの一定期間の実績の情報を表します。

予算書や決算書など今までの公会計とは別に山都町の財務状況を表す新たな取り組みとして次の
財務書類を作成しました。

（1）資産や負債の状況などを表す「貸借対照表」
（2）人件費や減価償却費などの経費を表す「行政コスト計算書」
（3）純資産の一年間の変動内容を表す「純資産変動計算書」
（4）資金収支の状況を性質別に３つの区分に表す「資金収支計算書」

以上の４表を表したものが財務書類と呼ばれ、財務状況の確認のための情報でもあります。

また、統一モデルの特徴として固定資産台帳を対象となる決算の時点（今回は令和6年度のため
令和7年3月31日時点となります）で山都町として実際に保有している資産について棚卸を行い
評価して計上しているため、資産の保有状況を把握できます。

山都町令和6年度決算の財務書類

新しい地方公会計制度のはじまり

財務書類とは



統一モデルによる財務書類4表の相互関係は下図のとおりです。
山都町の財務書類4表についても下図の相互関係が確認できています。

総務省　「財務書類作成にあたっての基礎知識」　P11　財務書類4表構成の相互関係　より一部加工

財務書類の作成対象として一般会計等財務書類と公共事業や、公営企業等が含まれる
全体会計財務書類と一部事務組合、第三セクター等までを含んだ連結財務書類の作成をしています。
山都町の対象会計は下記の通りです。（次頁以降の財務書類4表は一般会計等となります。）

一般会計等 一般会計 一般会計

全体 地方公営事業会計（法適用） 水道事業会計

会計区分 会計種類 会計名称

全体 地方公営事業会計（その他） 介護保険特別会計

全体 地方公営事業会計（その他） 後期高齢者医療特別会計

全体 地方公営事業会計（法適用） 病院事業会計

全体 地方公営事業会計（その他） 国民健康保険特別会計

連結 一部事務組合・広域連合 熊本県市町村総合事務組合（交通災害共済事業）

連結 一部事務組合・広域連合

連結 一部事務組合・広域連合 熊本県市町村総合事務組合（消防団員公務災害補償事業）

連結 一部事務組合・広域連合 熊本県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害補償事業）

熊本県市町村総合事務組合（自治会館管理事業）

連結 一部事務組合・広域連合 熊本県後期高齢者医療広域連合

連結 一部事務組合・広域連合 上益城消防組合

連結 一部事務組合・広域連合 上益城広域連合

連結 地方三公社・第三セクター等 有限会社虹の通潤館

連結 地方三公社・第三セクター等 有限会社清和資源

連結 地方三公社・第三セクター等 株式会社まちづくりやべ

連結 地方三公社・第三セクター等 一般財団法人清和文楽の里協会

財務書類の会計区分

財務書類の相互関係



貸借対照表（バランスシート）は、令和7年 3月 31日時点で山都町が保有している資産と
その資産を取得するために使ったお金の調達方法をあらわしています。現金の収支に注目する従来の
決算書では把握することができなかった、山都町の財産や負債など、これまでの資産形成の
結果を知ることができます。

一般会計等財務書類　貸借対照表 単位:(千円)

【資産の部】 【負債の部】

有形固定資産等 固定負債

有形固定資産 地方債

無形固定資産 退職手当引当金

その他

投資等

投資及び出資金 流動負債

基金等 地方債（一年以内）

その他 賞与等引当金

その他

流動資産

現金預金

未収金 【純資産の部】

基金 固定資産等形成分

その他 余剰分（不足分）

※端数処理の関係から合計が一致しない場合があります

※人口（12,887人）は、令和 7年1月1日時点のものを使用しています。（総務省公表）

46,517,301 9,692,626

科目 金額 科目 金額

46,513,184 8,033,170

4,116 1,659,456

1,622,982 931,146

0

2,869,357

28,579 157,263

159,887

1,217,797 1,248,295

11,244

2,328,365 51,722,310

3,898,432

1,552,530 負債合計 10,940,921

6,292 △ 9,378,141

純資産合計 42,344,168

資産合計 53,285,090 負債及び純資産合計 53,285,090

貸借対照表（BS:バランスシート）

有形固定資産等

道路や学校など

自治体が保有す

る公共施設等の

総額

投資等

特定の目的で積

み立てた基金や

出資金などの総

額

流動資産

現金・預金と現

金化しやすい地

方税などの未収

金の総額

固定負債・流動負債

地方債の残高や退職

手当などの総額

将来世代が負担する

金額

純資産の部

道路や学校等の整

備の財源として受

けた国や県からの

補助金や地方税な

どの総額

これまでの世代が

負担してきた金額

○流動負債

来年に返す予定のお金
○純資産

すでに支払ったお金

土地や建物55の購入のための援

助金や自己資金等 約329万円
約10万円

87.3% 5.4% 7.3%借方

有形固定資産等

投資等

流動資産

住民一人当たりの資産に換算すると・・・

18.2% 2.3% 79.5%貸方

固定負債

流動負債

純資産

借方＝現在保有している資産

○有形固定資産等

所有している土地や建物

車など

○投資等

有価証券や定期預金等

○流動資産

現金や普通預金等

約362万円 約22万円 約30万円

○固定負債

長期的に返済しなければなら

ないお金 約75万円

貸方＝資産取得時の資金の調達方法

約 414万円の資産



行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入）に関わらない支出
と行政サービスの対価として得られた収入を計上しています。経常費用が経常収益を上回っていますが
これは行政コスト計算書上の収入に、行政サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。

人件費
主に人にかかるコストです。
職員給与のほかに賞与等引当金や退職手当引当金の

一般会計等財務書類　行政コスト計算書 単位：(千円) 繰入額が計上されています。

経常費用 物件費
業務費用 主に物にかかるコストです。

人件費 物件費のほかに、施設の維持補修費や減価償却費が計上
物件費等 されています。
その他の業務費用

移転費用 その他の業務費用
補助金等 支払利息、貸付金、保険料等が計上されています。
社会保障給付

他会計への繰出金 移転費用
その他 社会保障給付や他会計への繰出金、補助金等が計上

経常収益 されています。
使用料及び手数料

その他 経常収益
行政サービスの直接対価である使用料や手数料、財産

臨時損失 貸付収入、現金利子、雑入等などが計上されています。
臨時利益

臨時損失
災害復旧費や、資産売却損などが計上されています。

臨時利益
資産売却益やその他臨時的な雑入等が計上されています。

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを
示しています。純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や
国・県からの補助金等）があり、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純行政コストや評価
差額の減少分が計上されます。

一般会計等財務書類　純資産変動計算書 単位：(千円)

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加
より資産の増加のほうが多かったことを示して

純行政コスト（△） います。
財源

税収等 逆に純資産が減少した場合は、行政コストが多く
国県等補助金 かかっていたり、資産の増加より負債の増加が多か

ったことを示しています。
資産評価差額
無償所管換等
その他

科目 金額

12,288,258

82,624

7,413,131

2,158,715

4,875,127

2,582,363

5,171,792

16,439

415,369

1,186,354

1,089,971

113,293

302,076

1,808,349

249

純行政コスト 13,680,989

純経常行政コスト 11,872,889

△ 13,680,989

科目 合計

前年度末純資産残高 41,988,134

13,896,703

9,111,748

本年度差額 215,714

4,784,955

△ 2

本年度純資産変動額 356,034

140,275

47

本年度末純資産残高 42,344,168

行政コスト計算書（PL）

純資産変動計算書（NW）



貸借対照表の現金が1年間でどのように変化したのかを示しています。現金の使いみちにより、業務
活動、投資活動、財務活動3つの区分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのかが分かります。

一般会計等財務書類　資金収支計算書 単位：(千円)

【業務活動収支】 業務活動収支
業務支出 行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入・支出される
業務収入 金額が集計されています。人件費や物件費が含まれます。
臨時支出
臨時収入

業務活動収支 投資活動収支
【投資活動収支】 学校、道路や公共施設等の資産に関わる投資活動収支や

投資活動支出 貸付金や基金の収入・支出の金額が集計されています。
投資活動収入

投資活動収支
【財務活動収支】 財務活動収支

財務活動支出 地方債等の借入・償還等の金額が集計されています。
財務活動収入

財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高

※歳計外現金は含まない

※物品は除く

※特例地方債は除く

12,194,875

1,697,312

科目 金額

10,510,942

1,509,519

1,496,140

1,148,707

△ 1,425,916

2,574,623

△ 6,331

1,398,975

896,718

820,162

△ 76,556

本年度末資金残高 1,392,643

歳入対資産比率

純資産

地方債合計

有形・無形固定資産

資産合計

将来世代負担比率

業務活動収益（支払利息を除く）+
投資活動収支（基金積立金支出及
び基金取崩収入を除く）

基礎的財政収支

住民基本台帳人口

純行政コスト

経常収益

経常費用

受益者負担割合

79.5％

58.9％

　歳入に対する資産合計の割合をいいます。これまでに形成されたストックとしての資産が、収入の
何年分に相当するかを表す指標で資産形成の度合いを測ることができます。

　地方公共団体が有形固定資産のうち償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合をいい
ます。法定耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを表し、資産の老朽化のおお
よその度合いを測ることができます。

　資産のストック情報（資産額）に対する対する純資産の割合をいいます。純資産の増加は、現世代が
自らの負担によって将来世代も利用することができる資源を蓄積したことを表す一方、純資産の減
少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が消費していると捉えることができます。

　有形固定資産などの社会資本等に対して、財源のうち将来の償還等が必要な負債による調達割合
（公共資産等形成充当負債の割合）を表す指標です。

3.4％

106万円

676.7百万
円

　業務活動収支（支払利息支出を除きます。）及び投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入
を除きます。）の合計額をいいます。地方債及び基金を考慮しなかった場合における歳出と歳入のバ
ランスを表します。

　人口一人当たりの行政コストをいいます。類似団体との比較に利用すことで、地方公共団体の行政
活動の効率性を比較することができます。

　経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担の金額）に対する経常費用（行政
サービス提供に係る負担）の比率を示した指標で、行政サービスの提供に対する受益者の負担割合を
表した指標です。

14.2％

住民一人当たり行政コスト

純資産比率

資産合計

収入総額+前年度末資金残高

有形固定資産減価償却率

償却資産の減価償却累計額

償却資産の取得価額等

3.1年

資金収支計算書（CF）

その他の主な分析指標
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